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１．目的

経済のグローバル化のなか国産材価格の下落等を背景に、木材加工施設の規模拡大を図り、輸入材
に対抗しようとする事業体が現れつつある。このことが、素材の供給基地である山村の生活や経済に
どのような影響を与えているのか明らかにする必要がある。一方、地域材による家造りやグリーンツ

ーリズムなど地域資源の保全と利用を両立させるための地域連携の取組が展開されており、それらが
山村における就業・収入機会の確保にどう結びついていくのか明らかにする必要がある。本研究課題

では、これらの２つの動きを山村社会・経済の活性化に結びつけていくための、山村における地域産
業システムと地域資源の管理・利用システムの構築手法を提案する。

２．当年度研究成果の概要
「山村振興に寄与する新たな地域産業システムの提示」では、製材用素材の調達方法、それに対する

供給側の対応について、南九州地域と北関東地域の事例を調査した。その結果、大規模製材工場にと
っての原木市場の位置づけの変化、素材の安定的確保のための素材生産業者の組織化の進行、そして、
原木調達方式が市場と市場以外からの２本立てになっていることが明らかになった。また、合板企業

による国産材利用の拡大が進み、国産材の大量安定供給体制が確立されつつある背景について、合板
企業側が欠点のある素材でも引き受けていること、納入価格と納入材の規格を明確にしていること及

び素材を現金で購入していることが供給側のインセンティブとなっていることが明らかになった。
「山村振興に寄与する地域連携の取組のあり方の提示」では、金山町で成立している「金山杉の地産
地消」は、美しい街並み景観づくりと住宅建築、そして、金山杉製材品の地場利用を結びつける行政、

町民、大工、製材所、森林所有者からなる「金山型住宅建築ネットワーク」形成の成果であり、他地
域の手本となるものであることが明らかになった。これまで積みあげてきた研究成果が、森林科学に

掲載され、行政の参考になり、林業の重要性を一般読者にＰＲすることができたことは、評価できる。
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５．評価結果の概要
本プロジェクトの達成目標をさらに総合化し、「山村における地域産業システムと地域資源の管理・利

用システムの構築手法」の提案に結び付けていくためには、来年度以降の研究計画の進捗過程のなかで、

次の２点を検討されることを期待したい。
①「山村振興に寄与する新たな地域産業システムの提示」においては、事例調査分析における地域構造

論、事業体論、事業システム論的分析の深化と全国的な位置づけの明確化
②「山村振興に寄与する地域連携の取組のあり方の提示」においては、山形県最上川流域の事例におけ

る家・集落に着目した分析と京都府丹後半島の事例におけるNPO法人に着目した分析の相互関係と全国

的な位置づけの明確化

６．評価において改善を指摘された事項への対応
①「山村振興に寄与する新たな地域産業システムの提示」では、大規模製材工場が位置する南九州地域

と北関東地域、合板企業による国産材利用が拡大している秋田県と岩手県の事例及び大規模製材工場

との比較対象としての中小製材工場群が立地する日田地域での調査を進める。評価で指摘されたこと
に対応し、各調査地での原木流通における素材業者や原木市場の役割と製材工場との関係を明らかに

する観点から、分析結果を比較・検討する。
②「山村振興に寄与する地域連携の取組のあり方の提示」では、金山町及び京都府丹後半島での調査を

進め、それぞれ地域資源の保全・利用のための地域内・外の個人・集落・企業・NPO等各活動主体の取

組実態の把握に努め、それぞれの取組を有機的に関連づける観点から、分析結果を比較・検討する。
③ 本プロジェクト関係者が集まり、プロジェクト全体としての分析視点・方法の摺り合わせ及びそれ

ぞれの調査事例の相互関係と全国的な位置づけの明確化に向けた意見交換を行う。


